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凡例 a日時  b場所  c内容  d対象  e定員  f講師  g料金（記載がない場合は無料）  h持ち物  i申込  j問い合わせ  n田無庁舎  o保谷庁舎

広報

どちらの場合も、給付金は基準日時点において住民基本台帳に記録さ
れている方を対象として給付されるため、基準日の翌日以降に引っ越
した場合であっても、基準日において住民登録されていた市区町村か
ら給付を受けることとなります。
また、申請書は基準日に住民登録されている住所地に、世帯主宛てに
送付されます。

特別定額給付金 Q&A
Q

▶︎基準日（4月27日）の翌日以降に引っ越した場合の給付金の給
付はどうなるの？

▶私は世帯主ですが、住民登録している市区町村に住んでい
ないため申請書が届きません。どうしたらいいの？

A

それぞれの申請方式により
以下の書類の写しが必要となります。

申請に必要なものを準備し、以下の手順で申請ください。

■収入による条件はありません。
■年金受給世帯であること、失業保険受給世帯であること、生活保護

の被保護者であることに関わらず、支給対象となります。
■なお、生活保護制度の被保護者の収入認定に当たっては、収入とし

て認定しません。

■給付対象者となります。
■４月28日以降に生まれたお子さんは、給付対象者になりません。

■本人による申請が困難な方は、郵送又は窓口での代理人による申請
も可能です。

■基準日（４月27日）時点で申請・受給者の属する世帯の世帯構成者や
法定代理人、親族その他の平素から申請受給対象者本人の身の回り
の世話をしている者等で市区町村長が特に認める者（※）による代理
申請が認められます。

※民生委員、自治会長、児童養護施設等の職員、DV避難者の民間支
援団体など

■代理申請には、本人と代理人との関係を説明する書類などを提出し
ていただきます。

４月27日現在の住民基本台帳に記録されている方なら外国人の方にも
給付されます。なお、外国人の方のうち、短期滞在者と不法滞在者は
住民基本台帳に記録されていないため、給付されません。

Q 申請書以外に準備すべき書類はありますか？

Q オンライン申請を行うにはどうしたら良いですか？

Q 住民税非課税世帯、年金受給世帯、
失業保険受給世帯、生活保護受給世帯の人は、
給付金の対象者とならないのでしょうか？

Q ４月２７日（基準日）に生まれた子供は
給付対象者となりますか？

Q 世帯主が、身体が不自由で、自分で申請できない場合は、
どのように申請したらよいですか？

Q 外国人も受け取れますか？

A

A

A

A

A

A
詳しくは、基準日に住民登録されている市区町村におたずねください。

郵送

① 申請者本人確認書類
● マイナンバーカード ※通知カードは該当しません。
● 運転免許証 ● 健康保険証 等の写し

② 振込先口座の確認書類
● 金融機関名 ● 口座番号 ● 口座名義人 が分かる通帳や

キャッシュカードやインターネットバンキングの画面の
写し

オンライン
振込先口座の確認書類のみ
※マイナンバーカードをお持ちの方は、電子署名により本

人確認を実施するので、本人確認書類は不要です。

必
要
な
物

① 受給権者（世帯主）のマイナンバーカード
② マイナンバーカード読取り対応のスマート

フォン（又はパソコン＋ICカードリーダ）
③ 「マイナポータルAP」の検索、インストール
④ マイナンバーカード受取時に設定した暗証

番号（英数字６～16桁）
⑤ 振込先口座の確認書類

手
順

① マイナポータルにアクセス
② 「特別定額給付金」を選択
③ 必要事項を入力し、振込先口座の確認書類

（画像）をアップロードする
④ 暗証番号を入力する
⑤ マイナンバーカードをあてて読み取る

マイナポータル

iphone android

　市内にお住まいの方で、離職等により住まいをなくした方
またはそのおそれのある方に、賃貸住宅の家賃（管理費・共
益費等を含まない）として住居確保給付金（原則3か月）を支給

（代理納付）しています。※生活保護受給世帯を除く
□主な申請要件（①～③すべてに該当）
①Ａ・Ｂのどちらかに該当している
　Ａ 離職、廃業の日から２年以内
　Ｂ 新型コロナウイルスの影響で給与や収入が大幅に減少
　している
②離職・収入減等の前に、世帯の生計を主に維持していた。
　（離婚等により、申請時には主たる生計維持者となってい
　る場合も含む）

③世帯収入の合計、世帯の預貯金が下表の金額である方

※基準額とは申請月における税抜き前の世帯収入です。
※基準額を超えた場合でも、基準額+家賃額（上限あり）未満であれば申請で
きます。

住居確保
給付金の
申請要件

世帯収入の合計（基準額） 世帯の預貯金の合計 給付額（上限）

１人世帯 8万4,000円以下 50万4,000円以下 5万3,700円

２人世帯 13万円以下 78万円以下 6万4,000円

３人世帯 17万2,000円以下 100万円以下 6万9,800円

４人世帯 21万4,000円以下 100万円以下 6万9,800円

５人世帯 25万5,000円以下 100万円以下 6万9,800円

１面も
ご覧ください


